
１．２月補正予算（第９号）案について

　（単位：千円）

［会計区分］ 　［補正前の額］ ［補　正　額］ 　　［補正後の額］

　一般会計 142,931,080 △ 745,489 142,185,591

　特別会計 88,301,025 3,152,461 91,453,486

　企業会計 71,789,906 136,229 71,926,135

　財産区 50,000 0 50,000

　　　計 303,072,011 2,543,201 305,615,212

 　 お問い合わせ先

　　令和６年度 ２月補正予算（第９号）案の概要

  　　電話　０５９-３５４-８１３０

　　  四日市市 財政経営部 財政課

　補正の主な内容は、一般会計において、国の第１次補正予算の交付内示等に伴

い、四日市あすなろう鉄道運行事業費や中央通り再編事業費、小中学校の大規模

改修事業費などの増額補正を行おうとするものです。

　また、ＨＰＶワクチンの接種者数が当初の見込みを上回ったことから、乳幼児

等予防接種事業費の増額補正を行うとともに、本市の制度融資への申請件数が大

きく増加していることから、中小企業振興資金保証料補給金の増額補正などを

行っております。

　他にも、本年度の実績見込みによる不足分の増額補正や入札差金等によって不

用が見込まれる事業費の減額補正などを行っており、これら歳入歳出予算のほ

か、繰越明許費の追加や債務負担行為の追加、地方債の追加及び変更を行ってお

ります。

　歳入については、歳出各款に関する特定財源を補正するほか、法人市民税及び

固定資産税の増額補正、個人市民税の減額補正などを行っております。

　収支については、市債の発行抑制とともに、今後予定している投資的経費が税

収の一時的な変動等に左右されないよう、都市基盤・公共施設等整備基金積立金

の増額補正を行い、均衡を図りました。

　加えて、競輪事業、国民健康保険、食肉センター食肉市場、土地区画整理事

業、介護保険、後期高齢者医療の各特別会計及び水道事業会計、市立四日市病院

事業会計、下水道事業会計における所要額の補正を行っております。

　その結果、２月補正予算（第９号）案の予算規模は、次のとおりです。
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２．一般会計について

・歳　入 (単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額
１．市税 70,973,401 520,000 個人市民税 △ 590,000

法人市民税 260,000

固定資産税(家屋) 210,000

固定資産税(償却資産) 640,000

６．法人事業税交付金 1,015,000 90,000 法人事業税交付金 90,000

７．地方消費税交付金 8,790,000 △ 602,000 地方消費税交付金 △ 602,000

14．分担金及び負担金 543,547 △ 215 母子生活支援施設入所本人負担金 △ 215

16．国庫支出金 25,886,753 252,531 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（３／４） △ 5,973

障害者自立支援給付費負担金（１／２） 153,000

国民健康保険保険基盤安定負担金（１／２） 18,727

国民健康保険未就学児均等割保険料負担金（１／２） 340

国民健康保険産前産後保険料負担金（１／２） 2,972

保育所事務費事業費負担金（１／２） 120,078

母子生活支援施設事務費事業費負担金（１／２） △ 2,442

第二種助産施設事務費事業費負担金（１／２） △ 1,550

児童手当給付費負担金

　被用者（０歳～３歳未満）（３７／４５） △ 11,038

　非被用者（４／６） △ 4,680

　被用者（３歳以上中学校修了前）（４／６） △ 50,804

　特例給付（４／６） △ 766

　被用者（０歳～３歳未満）（５／５） 16,635

　非被用者（０歳～３歳未満）（１３／１５） 663

　被用者（３歳以上１８歳年度末）（７／９） △ 133,599

　非被用者（３歳以上１８歳年度末）（７／９） △ 24,757

幼稚園施設型給付費負担金（１／２） 19,270

地域型保育給付費負担金（１／２） 43,632

養育医療費負担金（１／２） 3,214

感染症予防事業費負担金（１／２） △ 14

感染症患者入院医療費負担金（３／４） △ 1,990

感染症発生動向調査事業費負担金（１／２） △ 15,033

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（１０／１０） △ 168,791

マイナンバーカード交付事務費補助金（１０／１０） △ 36,081

外国人受入環境整備交付金（運営）（１／２） △ 710

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）（１／２) △ 26,350

　　　　新しい地方経済・生活環境創生交付金 28,203

　　　　（地域防災緊急整備型）（１／２）

母子家庭等対策総合支援事業費補助金（３／４） △ 3,600

地域生活支援事業費等補助金（１／２） 374

重層的支援体制整備事業交付金（１／２等） △ 1,000

　　　　地域介護・福祉空間等整備交付金（１０／１０） 15,430

子ども・子育て支援交付金（１／３） △ 10,838

出産・子育て応援事業費補助金（２／３） 18,666

　　　　農村地域防災減災事業費補助金（１０／１０） 23,000

防災・安全交付金（建築）（１／３） △ 4,000

　　　 　鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金（１／３・１／４） 52,550

　　　　　　　　　都市再生整備計画事業費補助金（１／２） 69,100

教育支援体制整備事業費補助金（１／３） △ 4,188

　　　　学校施設環境改善交付金（１／３・２／７） 174,881

17．県支出金 9,062,306 △ 109,681 障害者自立支援給付費負担金（１／４） 76,500

国民健康保険保険基盤安定負担金（３／４・１／４） 12,873

国民健康保険未就学児均等割保険料負担金（１／４） 170

国民健康保険産前産後保険料負担金（１／４） 1,486

後期高齢者医療保険基盤安定負担金（３／４） △ 18,649

保育所事務費事業費負担金（１／４） 34,185

母子生活支援施設事務費事業費負担金（１／４） △ 1,221

第二種助産施設事務費事業費負担金（１／４） △ 775

児童手当給付費負担金

　被用者（０歳～３歳未満）（４／４５） △ 1,193

　非被用者（１／６） △ 1,170

　被用者（３歳以上中学校修了前）（１／６） △ 12,701

　特例給付（１／６） △ 191

　非被用者（０歳～３歳未満）（１／１５） 51

　被用者（３歳以上１８歳年度末）（１／９） △ 19,085

　非被用者（３歳以上１８歳年度末）（１／９） △ 3,537

幼稚園施設型給付費負担金（１／４） 9,635

地域型保育給付費負担金（１／４） 1,291

主な内訳

１次補正

追加交付

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正
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(単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額
（17．県支出金） 養育医療費負担金（１／４） 1,607

地籍調査費負担金（３／４） △ 3,143

地域日本語教育体制づくり推進事業補助金（１／２） △ 1,724

重層的支援体制整備事業交付金（１／４等） △ 1,000

子ども・子育て支援交付金（１／３） △ 10,838

幼稚園施設型給付費補助金（１／２） 3,082

保育体制強化事業費補助金（３／４） △ 2,170

出産・子育て応援事業費補助金（１／６） △ 24,084

電気自動車等導入費補助金（１０／１０） △ 3,200

新型コロナウイルス感染症医療機関支援事業補助金（１０／１０） △ 18,599

機構集積協力金（１０／１０） △ 1,100

農地利用効率化等支援交付金（１０／１０） △ 10,000

新規就農者育成総合対策補助金（１０／１０） △ 31,350

多面的機能支払交付金事業費補助金（３／４） △ 3,750

耐震補強計画策定費補助金（１／２） 1,580

木造住宅耐震診断事業費補助金（３／４） 3,540

木造住宅耐震補強事業費補助金（２／３・１／２） △ 24,629

沿道建築物耐震化事業費補助金（４／５・３／４・８／１１） △ 73,066

　　　　三重県鉄道軌道安全輸送設備等整備事業補助金 26,275

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１／６・１／８）

部活動指導員配置促進事業補助金（２／３） △ 1,774

衆議院議員選挙費委託金 △ 13,007

18. 財産収入 2,138,794 △ 49,504 企業版ふるさと納税基金運用益 77

財政調整基金運用益 11,877

減債基金運用益 138

都市基盤・公共施設等整備基金運用益 7,445

アセットマネジメント基金運用益 10,326

まちづくり事業基金運用益 1,633

物品売払収入（学校給食費収入） △ 81,000

19. 寄附金 800,256 87,800 企業版ふるさと納税寄附金 26,800

児童福祉費寄附金 10,000

内部・八王子線基金寄附金 51,000

20. 繰入金 2,775,075 △ 48,630 都市基盤・公共施設等整備基金繰入金 △ 44,930

まちづくり事業基金繰入金 △ 3,700

22. 諸収入 5,735,866 △ 210,090 電子入札システム運用経費負担金 △ 1,050

公害健康被害補償給付費納付金 △ 13,000

ワクチン生産体制等緊急整備基金助成金 △ 318,720

経営継承・発展等支援事業費補助金 △ 1,000

　　　　都市再生協議会受託費 99,000

　　　　四日市スマートリージョン・コア推進協議会受託費 19,000

朝日、川越二町消防事務受託費 3,262

緊急消防援助隊活動費負担金 2,418

23. 市債 4,812,900 △ 675,700 庁舎等施設整備事業資金 △ 27,700

地区市民センター整備事業資金 △ 25,800

社会体育施設整備事業資金 △ 162,000

保育所等整備事業資金 △ 55,400

　　　　生活環境施設整備事業資金 3,100

保健所等施設整備事業資金 △ 9,000

　　　　街路築造事業資金 49,500

　　　　　　　　 公園整備事業資金 60,800

公営住宅建設事業資金 △ 8,800

消防施設設備整備事業資金 △ 170,100

　　　　義務教育施設整備事業資金 △ 330,300

計 142,931,080 △ 745,489 補正後の額 142,185,591

※補正前の合計欄は今回補正を行わない款の額を含む

主な内訳

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

追加交付１次補正
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・歳　出 (単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額

２．総務費 19,472,854 △ 523,600 会計年度任用職員経費 △ 68,392

楠交流会館管理運営費 △ 4,840

電子入札システム運用経費 △ 3,000

企業版ふるさと納税基金積立金 10,077

一般経費（総務課） △ 3,300

退職手当（一般職） △ 134,166

会計管理経費 △ 18,900

市有林管理費 △ 2,000

市庁舎等管理運営費 △ 24,000

システム保守運用経費（庁内情報基盤整備） △ 14,043

ＡＩ・ＲＰＡ等活用促進事業費 △ 9,419

官民データ利活用事業費 △ 8,767

施設整備事業費（地区市民センター） △ 10,400

（アセットマネジメント）

地域活動費 △ 6,000

多文化共生推進事業費 △ 2,666

施設管理運営費（あさけプラザ） △ 5,020

施設整備事業費（あさけプラザ） △ 5,800

　　　　防災倉庫整備事業費 29,911

集会所建設費補助金 △ 8,000

自治会法人化促進事業費 △ 6,200

スポーツ大会等開催費補助金 △ 3,700

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業費（推進計画） △ 3,000

その他運動施設整備事業費 △ 220,700

市税過納返還金 △ 120,000

財政調整基金積立金 11,877

減債基金積立金 138

都市基盤・公共施設等整備基金積立金 156,150

アセットマネジメント基金積立金 10,326

まちづくり事業基金積立金 1,633

番号制度関連経費 △ 36,081

非常勤職員報酬（市長選） △ 121

職員手当等（市長選） △ 4,159

市長選挙事務費 △ 8,031

非常勤職員報酬（衆院選） △ 339

職員手当等（衆院選） △ 6,697

衆議院議員選挙事務費 △ 5,971

３．民生費 57,151,728 △ 194,471 母子家庭等自立支援給付金事業費 △ 4,800

住居確保給付金事業費 △ 7,964

　　　　防災補強等改修支援事業費補助金 15,430

後期高齢者医療特別会計繰出金 △ 182,943

定額減税調整給付金及び令和６年度新たな非課税世帯・均等割のみ △ 137,000

課税世帯給付金給付事業費

居宅介護等事業費 85,000

生活介護事業費 85,000

施設入所支援事業費 70,000

就労移行支援事業費 21,000

就労継続支援事業費 45,000

一般経費（障害福祉課） 748

老人福祉センター管理運営費 △ 6,000

一般経費（児童福祉一般事業費） △ 117,500

こども子育て交流プラザ事業費 △ 7,100

学童保育事業費 △ 30,369

児童手当 △ 284,000

幼稚園事務費事業費（児童一般分） 44,704

こどもまんなか基金積立金 10,000

保育所整備事業費（アセットマネジメント） △ 9,100

認定こども園整備事業費（アセットマネジメント） △ 4,200

保育所事務費事業費（児童一般分） 188,449

地域型保育事業費 46,216

運営費等補助金（民間保育所等） △ 5,100

一時保育事業費補助金 △ 3,000

保育体制強化事業費補助金 △ 2,900

母子生活支援施設事業費 △ 5,100

第二種助産施設事務費事業費 △ 3,100

国民健康保険特別会計繰出金 4,158

主な内訳　

１次補正

１次補正
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(単位：千円）
款 補正前の額 補　正　額

４．衛生費 12,985,360 △ 607,657 養育医療給付事業費 6,429

出産・子育て応援事業費 △ 29,500

乳幼児等予防接種事業費 75,000

高齢者新型コロナワクチン事業費 △ 530,000

大気汚染対策事業費（監視機器整備費） △ 7,142

地球温暖化対策事業費 △ 9,400

公害健康被害補償給付事業費 △ 13,000

朝明広域衛生組合負担金 △ 26,662

　　　　し尿収集運搬事業費 26,799

新型コロナウイルス感染症対策事業費 △ 39,095

食品衛生監視指導事業費 △ 18,446

保健所関連施設整備事業費（食品衛生検査所） △ 42,640

６．農林水産業費 1,953,039 △ 100,120 森林環境基金積立金 3,050

農地集積支援事業費 △ 1,100

地域農業づくり支援対策事業費 △ 4,000

新規就農者育成総合対策事業費 △ 33,350

ＧＡＰ等認証取得推進事業費 △ 2,230

農地利用効率化等支援事業費 △ 10,000

アグリビジネス推進事業費 △ 20,000

茶産地強化育成促進事業費 △ 2,700

生産調整推進事業費 △ 3,276

食肉センター食肉市場特別会計繰出金 △ 21,514

多面的機能支払交付金事業費 △ 5,000

７．商工費 3,150,938 △ 68,070 中小企業新規産業創出事業費 △ 4,000

企業立地奨励金交付事業費 △ 2,000

民間研究所立地奨励金等交付事業費 △ 62,200

四日市コンビナートカーボンニュートラル推進事業費 △ 35,000

買い物拠点再生事業費 △ 5,150

障害者雇用促進事業費 △ 4,000

中小企業振興資金保証料補給金 50,900

独立開業資金保証料補給金 480

観光施設整備事業費 △ 7,100

８．土木費 21,999,831 361,952 狭あい道路対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　 △ 7,000

耐震化促進事業費 △ 35,464

耐震化促進事業費（緊急危険家屋対策） △ 637

沿道建築物耐震化促進事業費 △ 94,561

境界査定業務費 △ 3,355

地籍調査事業費 △ 4,190

　　　　ため池災害対策事業費　　　　　　　　　　　　　 23,000

四日市港管理組合負担金 17,478

総合交通戦略推進事業費 △ 3,960

公共交通ネットワーク維持・再編事業費 △ 3,800

　　　　四日市あすなろう鉄道運行事業費 169,326

内部・八王子線基金積立金　　　　　 51,000

大規模盛土造成地変動予測調査費 △ 12,000

土地区画整理事業特別会計繰出金 △ 34,385

　　　　中央通り再編事業費 99,000

　　　　スマートシティ実装化事業費 19,000

　　　　都市再生協議会負担金 49,500

　　　　四日市スマートリージョン・コア推進協議会負担金 9,000

県事業費（富田萱生線）負担金 △ 11,500

その他事務費 △ 2,700

　　　　　　　 　 都市公園整備事業費 138,200

９．消防費 4,912,052 35,858 退職手当 101,452

福利研修費 △ 2,016

朝日、川越二町消防事務受託費 △ 4,225

分団施設等管理費（施設管理費） △ 5,111

一般管理費（非常備消防一般管理費） △ 8,120

消防分団車庫整備事業費 △ 12,325

庁舎整備事業費（アセットマネジメント） △ 3,374

消防出張所整備事業費 △ 26,026

消防車両購入費 △ 4,397

10.教育費 15,436,085 369,243 事務局管理運営費 △ 3,900

新教育プログラム推進事業費（体力・運動能力向上） △ 7,700

四日市市奨学金 △ 4,944

学校業務サポート事業費 △ 12,900

部活動サポート事業費 △ 3,500

インクルーシブ教育推進事業費 △ 29,200

主な内訳

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

１次補正

追加交付１次補正

１次補正
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(単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額

（10．教育費） 一般管理運営費（小学校） △ 46,500

学校給食運営費（小学校） △ 64,000

給食調理業務委託費 △ 7,000

要保護準要保護児童就学援助費（小学校） △ 15,200

特別支援教育就学奨励費（小学校） △ 3,200

　　　　大規模改修事業費（小学校） 573,668

空調設備整備事業費（小学校） △ 9,600

その他施設整備費（小学校） △ 33,200

一般管理運営費（中学校） △ 9,300

給食センター管理運営費 △ 7,400

学校給食運営費（中学校） △ 61,000

要保護準要保護生徒就学援助費（中学校） △ 4,400

　　　　大規模改修事業費（中学校） 285,319

空調設備整備事業費（中学校） △ 4,800

その他施設整備費（中学校） △ 8,600

園管理運営費 △ 32,600

園整備事業費 △ 4,300

施設管理運営費（少年自然の家） 1,000

図書管理システム運営費 △ 43,100

施設管理運営費（博物館） △ 46,400

公共施設アセットマネジメント事業費（博物館） △ 28,000

11.公債費 5,038,224 △ 18,624 地方債償還金 652

地方債利子 △ 19,276

計 142,931,080 △ 745,489 補正後の額 142,185,591

※補正前の合計欄は今回補正を行わない款の額を含む

・繰越明許費（追加）

　「令和６年度繰越明許費一覧表（一般会計）」

・債務負担行為（追加）

・地方債（追加）

・地方債（変更）

主な内訳

（単位：千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 補正額

庁舎等施設整備事業資金 27,700 0 △ 27,700

地区市民センター整備事業資金 25,800 0 △ 25,800

社会体育施設整備事業資金 604,700 442,700 △ 162,000

保育所等整備事業資金 198,000 142,600 △ 55,400

保健所等施設整備事業資金 28,300 19,300 △ 9,000

街路築造事業資金 848,000 897,500 49,500

公園整備事業資金 163,200 224,000 60,800

公営住宅建設事業資金 93,900 85,100 △ 8,800

消防施設設備整備事業資金 173,000 2,900 △ 170,100

義務教育施設整備事業資金 1,546,700 1,216,400 △ 330,300

（単位：千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 補正額

生活環境施設整備事業資金 0 3,100 3,100

１次補正

１次補正

事　　　　項　 内　容　又　は　施　設　名　称 期　間　 限度額

　　　　　　　　    (単位：千円）

280

四 日 市 市 少 年 自 然 の 家 ・
四 日 市 市 水 沢 市 民 広 場 の
指 定 管 理 に 係 る 協 定
（ 指 定 管 理 料 精 算 分 ）

光熱費高騰の影響による指定管理料精算分
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で
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・財政調整基金

・減債基金

・都市基盤・公共施設等整備基金

・アセットマネジメント基金

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

1,664,913 14,875,348

2,268,659 3,251,558 13,892,449

4,246,924 3,901,157 14,238,216

2,357,546 1,344,652 15,251,110

当初予算 33,654 2,047,000 13,237,764

当初補正（第1号） △ 362,380 13,600,144

６月補正（第2号） 13,600,144

６月補正（第3号） 289,702 13,310,442

８月補正（第4号） △ 68,162 13,378,604

８月補正（第5号） △ 41,892 13,420,496

11月補正（第6号） 2,035,684 △ 508,440 15,964,620

11月補正（第7号） 82,856 15,881,764

２月補正（第8号） △ 65,000 15,946,764
２月補正（第9号） 11,877 15,958,641

（財政調整基金の推移）

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

年度

令和２年度

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

142,373 387,487 8,575,032

292,252 8,867,284

860,944 9,728,228

2,118,758 11,846,986

当初予算 24,748 1,068,992 10,802,742

当初補正（第1号） △ 42,536 10,845,278

６月補正（第2号） 10,845,278

６月補正（第3号） △ 17,453 10,862,731

８月補正（第4号） 10,862,731

８月補正（第5号） 10,862,731

11月補正（第6号） 10,862,731

11月補正（第7号） 10,862,731

２月補正（第8号） 10,862,731

２月補正（第9号） 156,150 △ 44,930 11,063,811

令和５年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和６年度

（都市基盤・公共施設等整備基金の推移）
年度

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

248 313,880

293 314,173

316 314,489

490 89,395 225,584

当初予算 497 226,081

２月補正（第9号） 138 226,219

（減債基金の推移）
年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

1,005,819 9,288,764

1,008,293 10,297,057

1,015,797 11,312,854

1,028,803 12,341,657

当初予算 1,037,304 13,378,961

２月補正（第9号） 10,326 13,389,287

令和４年度

令和５年度

令和６年度

（アセットマネジメント基金の推移）

年度

令和２年度

令和３年度
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・まちづくり事業基金

３．特別会計について   (単位：千円）

会計名 補正前の額 補　正　額

競輪事業 28,745,686 3,000,000 　競輪事業財政調整基金積立金 272,431
　一般経費 6,230
　臨時場外開設関係経費 373,992
　競輪実施事務委託関係経費 27,256
　全国競輪施行者協議会負担金 1,942
　公益財団法人ＪＫＡ交付金　 68,149
　車券払戻金 2,250,000

【歳入】
　車券売上金 3,000,000

国民健康保険 26,792,887 △ 223,888 　総務費 △ 13,499
　保険給付費 △ 500,000
　基金積立金 163,543
　過年度国庫支出金返還金等 126,068

【歳入】
　国庫支出金 17,826
　県支出金 △ 500,000
　財産収入（金融機関預金利子） 431
　一般会計繰入金　 4,158
　繰越金 253,697

食肉センター 833,000 △ 34,400 　一般経費（消費税納付金） 1,084
食肉市場 　施設整備事業費 △ 13,090

　施設整備事業費（アセットマネジメント） △ 22,394

【歳入】
　食肉センター使用料 2,398
　食肉市場使用料 643
　一般会計繰入金 △ 21,514
　繰越金 2,873
　市債 △ 18,800

土地区画整理事業 54,400 △ 30,500 　午起土地区画整理事業費 △ 30,500

【歳入】
　一般会計繰入金 △ 34,385
　繰越金 3,885

介護保険 23,737,648 209,205 　保険給付費 209,106

　地域支援事業費 99

【歳入】

　基金繰入金 209,205
　

後期高齢者医療 8,137,404 232,044 　総務費 △ 3,397

　後期高齢者医療広域連合納付金 235,441

【歳入】

　保険料 124,589

　一般会計繰入金 △ 182,943

　繰越金 146,979

　諸収入 143,419
　

計 88,301,025 3,152,461 補正後の額 91,453,486

主な内訳

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

1,902 58,591 2,352,451

654,890 38,029 2,969,312

2,991 199,257 2,773,046

4,312 217,293 2,560,065

当初予算 5,571 205,816 2,359,820

当初補正（第1号） 2,359,820

６月補正（第2号） 2,359,820

６月補正（第3号） 2,359,820

８月補正（第4号） 2,359,820

８月補正（第5号） 2,359,820

11月補正（第6号） 388 2,359,432

11月補正（第7号） 2,359,432

２月補正（第8号） 2,359,432

２月補正（第9号） 1,633 △ 3,700 2,364,765

令和６年度

（まちづくり事業基金の推移）
年度

令和３年度

令和４年度

令和２年度

令和５年度
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・地方債（変更）

 

４．企業会計について (単位：千円）

会　 　計　　 名 補正前の額 補　正　額

水 道 事 業 11,998,119 189,475 　　　　 建設改良費 190,000

　営業費用 △ 525

【歳入】

　企業債 70,500

　国庫補助金 33,333

市立四日市病院事業 31,776,905 △ 658,721 　医業費用 △ 607,000

　医業外費用 △ 51,721

【歳入】

　医業収益 △ 1,576,373

下 水 道 事 業 27,449,231 605,475 　　　　 建設改良費 606,000

　営業費用 △ 525

【歳入】

　企業債 266,500

　国庫補助金 309,820

計 71,789,906 136,229 補正後の額 71,926,135

※補正前の合計欄は今回補正を行わない会計を含む

・企業債（変更）

主な内訳

１次補正

(単位：千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 補正額

上水道建設改良事業資金 1,251,700 1,322,200 70,500

下水道築造資金 4,218,700 4,485,200 266,500

（単位：千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 補正額

食肉市場整備事業資金 109,300 90,500 △ 18,800

１次補正
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（単位：千円）

事　　業　　名 繰　　　　越　　　　事　　　　由　　　　等

２． 総務費 １． 総務管理費 大学設置調査検討事業費

JR四日市駅前における大学の設置主体が定まっていないことや、
大学、自由通路、駅前広場を一体的に整備する必要があり、鉄道
事業者との協議に日数を要することから、年度内完了が見込めな
くなったため。

防災倉庫整備事業費
国の補正予算（第１号）に基づく交付決定後の実施となることか
ら、年度内完了が見込めないため。

３． 民生費 １． 社会福祉費
看護小規模多機能型居宅
介護事業所建設費補助金

看護小規模多機能型居宅介護事業所に対する建設費補助につい
て、補助金の交付決定が12月25日となり、工事の着工が遅れたこ
とから、年度内完了が見込めなくなったため。

施設開設準備経費補助金
看護小規模多機能型居宅介護事業所に対する施設開設準備経費補
助について、補助金の交付決定が12月25日となり、工事の着工が
遅れたことから、年度内完了が見込めなくなったため。

防災補強等改修支援事業
費補助金

認知症高齢者グループホーム等に対する防災改修費補助につい
て、国の補正予算（第１号）に基づく交付決定後の実施となるこ
とから、年度内完了が見込めないため。

一般経費（システム運営
経費）

国の示す障害福祉サービス等報酬請求に使用するシステムのサー
ビスコードの誤りから、新サービスコードの登録及び過去分の支
払額の調整を行うため市の自立支援システムの改修が必要となっ
たが、仕様等の確定の遅れから年度内完了が見込めなくなったた
め。

２． 児童福祉費 学童保育事業費
高花平学童保育所運営委員会が行う学童保育所建築事業につい
て、高花平小学校のグラウンド工事完了が令和７年２月末であ
り、年度内完了が見込めなくなったため。

４． 衛生費 １． 保健衛生費
施設管理運営費
（健康増進センター費）

三重北勢健康増進センターオゾン発生装置更新工事について、落
札業者より令和６年９月24日付で契約辞退届の提出があり、再入
札を行う必要が生じたことから、年度内完了が見込めなくなった
ため。

２． 清掃費 し尿収集運搬事業費
国の補正予算（第１号）に基づく交付決定後の実施となることか
ら、年度内完了が見込めないため。

８． 土木費 １． 土木管理費 狭あい道路対策費
後退用地整備工事について、地元関係者との工程の調整に時間を
要し、年度内完了が見込めなくなったため。

２． 道路橋梁費 道路新設改良補助事業費
小杉新町２号線について、学校関係者との調整により交差点部の
施工が横断歩道橋の設置完了後となったことから、年度内完了が
見込めなくなったため。

道路改良単独事業費

道路新設改良補助事業と合併施工する単独事業分については同
上。
垂坂１号線等について、沿線地権者との通行規制等に関する調整
に時間を要し、年度内完了が見込めなくなったため。
千歳町小生線について、隣接地権者との境界確定に時間を要し、
年度内完了が見込めなくなったため。
波木南台4号線について、三重県の工事進捗に遅れが生じ、県へ委
託した市道部分の工事の年度内完了が見込めなくなったため。

生活に身近な道路整備事
業費

地元関係者との施工方法等の調整及び支障物件移転の調整に時間
を要し、年度内完了が見込めなくなったため。

産業支援・生活拠点道路
整備事業費

三重橋垂坂線について、鉄道事業者など関係機関との協議に時間
を要し、年度内完了が見込めなくなったため。
赤堀小生線等について、地権者との用地交渉に時間を要し、年度
内完了が見込めなくなったため。

橋梁整備補助事業費

日永跨線橋について、近隣企業地内の工事用進入路に関する企業
との調整により使用開始時期に遅れが生じ、年度内完了が見込め
なくなったため。
曙跨線橋等について、施工方法に関する鉄道事業者との協議によ
り、追加測量が必要となり、年度内完了が見込めなくなったた
め。

橋梁整備単独事業費
橋梁整備補助事業と合併施工する単独事業分については同上。
豊栄橋等について、関係機関との協議に時間を要し、年度内完了
が見込めなくなったため。

〔追　加〕

款 項 繰　越　額

16,000

42,000

26,799

46,500

118,461

327,972

26,714

29,911

39,600

4,945

15,430

748

120,000

223,470

55,300

190,441

１次補正

１次補正

１次補正
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事　　業　　名 繰　　　　越　　　　事　　　　由　　　　等款 項 繰　越　額

８． 土木費 ３．
交通安全対
策費

交通安全施設整備補助事
業費

大矢知富田１号線、前田25号線、山田10号線について、支障物件
移転に時間を要し、年度内完了が見込めなくなったため。

交通安全施設整備単独事
業費

交通安全施設整備補助事業と合併施工する単独事業分については
同上。
塩浜本町１号線について、支障物件移転に時間を要し、年度内完
了が見込めなくなったため。
富田富田一色線について、土地売買及び建物移転補償契約後の建
物移転に時間を要し、年度内完了が見込めなくなったため。
交通安全施設整備の実施について、地下埋設物占用位置の確認及
び沿線の建築工事や支障物件移転工事との工程調整に時間を要
し、年度内完了が見込めなくなったため。
ときわ四郷線について、沿線住民宅の乗入位置の調整や地下埋設
物調査に時間を要し、年度内完了が見込めなくなったため。

歩行者自転車空間整備事
業費

交通安全施設整備補助事業と合併施工する単独事業分については
同上。
海蔵川諏訪線について、支障物件移転の調整に時間を要し、年度
内完了が見込めなくなったため。
釆女51号線について、関係機関との協議に時間を要し、年度内完
了が見込めなくなったため。

４． 河川費 ため池維持修繕費
鈴鹿池等について、工法の再検討に時間を要し、年度内完了が見
込めなくなったため。

ため池災害対策事業費
国の補正予算（第１号）に基づく交付決定後の実施となることか
ら、年度内完了が見込めないため。

河川等維持修繕費

鹿化川等について、仮設ヤードにおける借地交渉に時間を要し、
年度内完了が見込めなくなったため。
瀬戸用水について、沿川地権者との調整に時間を要し、年度内完
了が見込めなくなったため。

河川等計画保全事業費
野田川等について、仮設ヤードにおける借地交渉に時間を要し、
年度内完了が見込めなくなったため。

県単独急傾斜地崩壊対策
事業負担金

三重県実施の事業に対する負担金であり、県において用地測量に
時間を要し、工事発注が遅れたことから、年度内完了が見込めな
くなったため。

準用河川改修事業費

朝明新川について、用地交渉に時間を要し、年度内完了が見込め
なくなったため。
源の堀川について、地権者等との調整に時間を要し、年度内完了
が見込めなくなったため。

堀川内水対策事業費
地権者、農家組合等との調整に時間を要し、年度内完了が見込め
なくなったため。

河川改良事業費
準用河川改修事業と合併施工する単独事業分については同上。
水沢谷川等について、仮設ヤードにおける借地交渉に時間を要し
たことなどから、年度内完了が見込めなくなったため。

排水路改良事業費

智積町について、関係機関との協議に時間を要し、年度内完了が
見込めなくなったため。
山村町及び中村町等について、隣接地権者との調整に時間を要
し、年度内完了が見込めなくなったため。

６． 都市計画費 広域道路関連事業費
北勢バイパスに関連する周辺市道について、関係機関等との協議
に時間を要し、年度内完了が見込めなくなったため。

四日市あすなろう鉄道運
行事業費

線路設備(枕木のPC化等)更新工事等について、国の補正予算（第
１号）に基づく交付決定後の実施となることから、年度内完了が
見込めないため。
線路設備(横断管渠)補修工事等について、有資格者（元請現場監
督資格者）が確保できる施工業者がないことから入札に至らず、
年度内完了が見込めなくなったため。

街路補助事業費

中央通り再編事業のうち、ECI工事区間の工事について、施工方法
の見直しや工程調整により、年度内完了が見込めなくなったた
め。
また、国道１号～JR四日市駅間の道路工事及びスマートシティ実
装化事業について、国の補正予算(第１号)に基づく交付決定後の
実施となることから、年度内完了が見込めないため。
阿倉川駅について、鉄道事業者との近接施工に関する協議に時間
を要し、年度内完了が見込めなくなったため。

69,942

28,000

23,000

186,000

14,000

6,000

48,254

87,642

1,701,258

69,000

142,000

50,000

41,000

10,000

190,326

１次補正

１次補正

１次補正
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事　　業　　名 繰　　　　越　　　　事　　　　由　　　　等款 項 繰　越　額

８． 土木費 ６． 都市計画費 街路単独事業費

中央通り再編事業及び鉄道駅周辺環境整備交付金事業と合併施工
する単独事業分については同上。
国道１号～JR四日市駅間の道路工事に係る負担金及びスマートシ
ティ実装化事業に係る負担金については同上。

県公共事業費負担金
三重県実施の事業に対する負担金であり、県が事業方針の検討調
整に時間を要し、年度内完了が見込めなくなったため。

公園施設維持補修費
南部丘陵公園法面補強工事について、地元調整に時間を要し、年
度内完了が見込めなくなったため。

垂坂公園・羽津山緑地整
備事業費

当初想定していなかった湧水が発生し、年度内完了が見込めなく
なったため。

都市公園再編事業費
坂部が丘団地内公園工事について、境界確認の手続きに時間を要
し、年度内完了が見込めなくなったため。

都市公園整備事業費

鵜の森公園及び諏訪公園の便所整備設計業務委託について、入札
参加者不在のため不調となったことから、年度内完了が見込めな
くなったため。
鵜の森公園整備工事について、地元関係者との調整に時間を要し
たことや、国の補正予算（第１号）等に基づく交付決定後の実施
となることから、年度内完了が見込めないため。

公園緑地整備単独事業費
都市公園整備事業に併せて実施する単独事業分については同上。
南部丘陵公園法面補強工事について、地元調整に時間を要したこ
となどにより、年度内完了が見込めなくなったため。

８． 住宅費 市営住宅整備事業費

赤堀町市営住宅フェンス改修工事において、地元調整に時間を要
し、年度内完了が見込めなくなったため。
小牧町市営住宅屋根改修工事において、入札が不調となり、年度
内完了が見込めなくなったため。

９． 消防費 １． 消防費 消防出張所整備事業費
西南出張所の整備工事について、令和６年度において前金払いを
行う予定であったが、受注者から前金払いの請求辞退があったた
め。

10． 教育費 ２． 小学校費 大規模改修事業費

川島小学校、県小学校、羽津北小学校、三重北小学校、塩浜小学
校の長寿命化改修工事等について、国の補正予算（第１号）に基
づく交付決定後の実施となることから、年度内完了が見込めない
ため。

３． 中学校費 大規模改修事業費
楠中学校、桜中学校の長寿命化改修工事等について、国の補正予
算（第１号）に基づく交付決定後の実施となることから、年度内
完了が見込めないため。

その他施設整備費
羽津中学校防球ネット改修工事について、令和６年度において前
金払いを行う予定であったが、受注者から前金払いの請求辞退が
あったため。

＊５年度繰越明許費　52件　7,994,855千円
（うち、国の補正予算関連分 ： 9件　   642,392千円）
（うち、国の追加交付関連分 ： 4件　   872,418千円）

1,046,206

3,285

8,579

20,542

70,405

41,580

　追　加　　計　　（43件） 6,702,721

379,411

29,100

46,463

34,500

752,788

319,149

　一 般 会 計    合計　　　（43件） 6,702,721

    うち国の補正予算関連分    合計　　（9件） 1,588,003

        国の追加交付関連分    合計　　（1件） 4,600

１次補正 追加交付

１次補正

１次補正
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